
	 清流　2021　盛夏号　No.211	 2

１�　

改
正
の
背
景

我
が
国
は
、
少
子
高
齢
化
が
急
速
に

進
行
し
て
お
り
、
平
成
27
年
か
ら
令
和

22
年
ま
で
の
25
年
間
に
お
い
て
は
、
15

～
59
歳
の
者
が
約
１
、６
９
３
万
人
減

少
す
る
の
に
対
し
、
60
歳
以
上
の
高
年

齢
者
が
約
４
７
７
万
人
増
加
し
、
２・

４
人
に
１
人
が
60
歳
以
上
の
高
年
齢
者

に
な
る
と
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

一
方
で
、
高
年
齢
者
の
身
体
機
能
に

つ
い
て
は
、
２
０
１
８
年
に
お
い
て
は

男
女
と
も
65
歳
以
上
の
い
ず
れ
の
年
齢

階
級
に
お
い
て
も
、
20
年
前
の
５
歳
下

の
年
齢
階
級
の
水
準
を
超
え
る
水
準
と

な
っ
て
い
る
ほ
か
、
歩
行
速
度
の
向
上

も
見
ら
れ
、
高
年
齢
者
の
若
返
り
が
確

認
さ
れ
て
い
ま
す（
※
１
）。
こ
う
し

た
こ
と
も
あ
り
、
２
０
１
６
年
に
お
い

て
は
、
男
性
の
健
康
寿
命
が
72・14
歳
、

女
性
が
74・
79
歳
に
上
り
、
い
ず
れ
も

健
康
寿
命
の
延
伸
が
見
ら
れ
ま
す（
※

２
）。ま

た
、
収
入
を
伴
う
就
業
希
望
年
齢

改
正
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
に
つ
い
て

70
歳
ま
で
の
就
業
機
会
を
確
保
す
る
制
度
の
導
入
が

今
年
４
月
か
ら
事
業
主
の
努
力
義
務
と
な
り
ま
し
た
!

厚
生
労
働
省
ト
ピ
ッ
ク
ス
①�

（
職
業
安
定
局
）

　

少
子
高
齢
化
が
急
速
に
進
行
す
る
我
が
国
に
お
い
て
、
経
済
社
会
の
活
力
を
維
持
す
る
た

め
に
は
、
働
く
意
欲
が
あ
る
高
年
齢
者
が
そ
の
能
力
を
十
分
に
発
揮
で
き
る
よ
う
、
高
年
齢

者
が
活
躍
で
き
る
環
境
整
備
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。
こ
の
た
め
、
高
年
齢
者
等
の

雇
用
の
安
定
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
46
年
法
律
第
68
号
。
以
下
、「
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
」

と
い
う
。）
が
改
正
さ
れ
、
70
歳
ま
で
の
就
業
機
会
を
確
保
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
事
業

主
の
努
力
義
務
と
な
り
ま
し
た
（
令
和
３
年
４
月
１
日
施
行
）。
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65～69歳男子 65～69歳女子
70～74歳男子 70～74歳女子
75～79歳男子 75～79歳女子

20年前の５歳下より
身体機能が若い

図１　新体力テストの合計点の推移

●高齢期の身体機能が若返る中、「高齢者像」が大きく変化
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これ以外の年齢
年齢では判断できない
わからない
無回答

48.8％
「75 歳以上」～の合計

25.1％

図２　「高齢者とは何歳以上か」との質問への回答

※図１〜３：令和２年版厚生労働白書より
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と
し
て
、
全
体
で
は
約
２
割
が「
働
け

る
う
ち
は
い
つ
ま
で
も
」
と
回
答
し
て

お
り
、
約
４
割
が
65
歳
を
超
え
て
就
業

す
る
こ
と
を
希
望
し
て
い
ま
す（
※

３
）。少

子
高
齢
化
が
急
速
に
進
行
し
、
人

口
が
減
少
す
る
中
で
、
経
済
社
会
の
活

力
を
維
持
す
る
た
め
に
も
、
働
く
意
欲

が
あ
る
高
年
齢
者
が
そ
の
能
力
を
十
分

に
発
揮
で
き
る
よ
う
、
高
年
齢
者
が
活

躍
で
き
る
環
境
整
備
を
図
っ
て
い
く
こ

と
が
重
要
で
あ
り
、
高
年
齢
者
の
活
躍

の
場
を
整
備
す
る
た
め
、
高
年
齢
者
雇

用
安
定
法
が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

※
１　

文
部
科
学
省「
平
成
30
年
度
体

力・運
動
能
力
調
査
」

※
２　

厚
生
労
働
省
政
策
統
括
官
付
参

事
官
付
人
口
動
態・
保
険
社
会
統
計

室「
簡
易
生
命
表
」、「
人
口
動
態
統

計
」、
厚
生
労
働
省
政
策
統
括
官
付

参
事
官
付
世
帯
統
計
室「
国
民
生
活

基
礎
調
査
」、
総
務
省
統
計
局「
人

す
。一

方
で
、
65
歳
か
ら
70
歳
ま
で
の
就

業
機
会
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置（
以

下
、「
就
業
確
保
措
置
」
と
い
う
。）
に

お
い
て
は
、

①　

70
歳
ま
で
の
定
年
の
引
上
げ

②�　

70
歳
ま
で
の
継
続
雇
用
制
度
の
導

入（
自
社
又
は
特
殊
関
係
事
業
主
以

外
の
他
社
を
含
む
。）

③　

定
年
制
の
廃
止

と
い
っ
た
雇
用
に
よ
る
措
置
に
加
え

て
、

④�　

継
続
的
に
業
務
委
託
契
約
等
を
締

結
す
る
制
度
の
導
入

⑤�　

社
会
貢
献
事
業
に
継
続
的
に
従
事

で
き
る
制
度
の
導
入

と
い
っ
た
雇
用
に
よ
ら
な
い
措
置（
以

下
、「
創
業
支
援
等
措
置
」
と
い
う
。）

が
新
設
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
よ
う
に
、
65
歳
ま
で
の
雇
用
確

保
措
置
に
つ
い
て
は
こ
れ
ま
で
と
同
様

に
事
業
主
の
義
務
と
し
て
取
り
組
ん
で

い
た
だ
き
つ
つ
、
さ
ら
に
70
歳
ま
で
の

就
業
確
保
措
置
を
事
業
主
に
求
め
る
内

容
と
な
っ
て
い
ま
す
。

口
推
計
」よ
り
算
出

※
３　

内
閣
府「
令
和
元
年
度　

高
齢

者
の
経
済
生
活
に
関
す
る
調
査
」

２�　

高
年
齢
者
雇
用
確
保
措
置
と

高
年
齢
者
就
業
確
保
措
置

高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
に
お
い
て

は
、
改
正
法
が
施
行
さ
れ
る
前
か
ら
、

事
業
主
は
定
年
を
定
め
る
場
合
は
60
歳

を
下
回
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
さ
れ
て

お
り
、
そ
の
上
で
、
65
歳
ま
で
の
高
年

齢
者
の
雇
用
機
会
を
確
保
す
る
た
め
の

措
置（
以
下
、「
雇
用
確
保
措
置
」と
い

う
。）を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

具
体
的
に
は
、

①　

65
歳
ま
で
の
定
年
年
齢
の
引
上
げ

②�　

65
歳
ま
で
の
継
続
雇
用
制
度
の
導

入（
自
社
又
は
特
殊
関
係
事
業
主（
い

わ
ゆ
る
グ
ル
ー
プ
会
社
）に
限
る
。）

③　

定
年
制
の
廃
止

の
う
ち
、
い
ず
れ
か
の
措
置
を
講
じ
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

な
お
、
令
和
２
年
６
月
１
日
現
在
の

高
年
齢
者
雇
用
状
況
の
集
計
結
果
に
よ

る
と
、
31
人
以
上
の
規
模
の
企
業
の
う

ち
99・
９
％
の
企
業
に
お
い
て
高
年
齢

者
雇
用
確
保
措
置
が
実
施
さ
れ
て
い
ま
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［歳］

［歳］

［年］

平均寿命 健康寿命
（日常生活に制限のない期間の平均）
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男性

女性

78.07

80.98

69.40

72.14

84.93 87.14

72.65 74.79

図３　平均寿命と健康寿命の推移

●�健康寿命が延伸してきており、男女ともに2040年までに
さらに３年延伸が目標
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約
等
を
締
結
す
る
制
度
の
導
入

⑤�　

70
歳
ま
で
継
続
的
に
以
下
の
事
業

に
従
事
で
き
る
制
度
の
導
入（
有
償

の（
業
務
に
従
事
す
る
こ
と
に
よ
り
、

高
年
齢
者
に
金
銭
が
支
払
わ
れ
る
）

も
の
に
限
る
。）

ａ�　

事
業
主
が
自
ら
実
施
す
る
社
会

貢
献
事
業

ｂ�　

事
業
主
が
委
託
、
出
資（
資
金

提
供
）
等
す
る
団
体
が
行
う
社
会

貢
献
事
業

を
指
し
ま
す
。

創
業
支
援
等
措
置
を
講
じ
る
場
合

は
、
雇
用
に
よ
る
措
置
と
異
な
り
、
労

働
関
係
法
令
が
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。
こ

の
た
め
、
次
の
⑴
～
⑶
の
手
続
を
行
う

必
要
が
あ
り
ま
す
。

な
お
、
創
業
支
援
等
措
置
に
お
い
て

労
働
者
性
が
認
め
ら
れ
る
働
き
方
で
あ

る
場
合
は
、
創
業
支
援
等
措
置
で
は
な

く
、
雇
用
に
よ
る
措
置
と
し
て
実
施
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
こ
れ
ら
の
手
続
に
当
た
っ
て

し
て
決
定
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑶　

安
全
衛
生
に
つ
い
て

高
年
齢
者
が
従
前
と
異
な
る
業
務
等

に
従
事
す
る
場
合
に
は
、
新
し
く
従
事

す
る
業
務
等
に
関
し
て
研
修
、
教
育
、

訓
練
等
を
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
で

す
。
特
に
雇
用
に
よ
る
措
置
を
講
じ
る

場
合
に
は
、
安
全
又
は
衛
生
の
た
め
の

教
育
は
必
ず
行
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。ま

た
、
高
年
齢
者
が
安
全
に
働
け
る

環
境
づ
く
り
の
た
め
、「
高
年
齢
労
働

者
の
安
全
と
健
康
確
保
の
た
め
の
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
」
を
参
考
に
、
職
場
環
境
の

改
善
や
健
康
や
体
力
の
状
況
把
握
と
そ

れ
に
応
じ
た
対
応
な
ど
、
就
業
上
の
災

害
防
止
対
策
に
積
極
的
に
取
り
組
む
こ

と
が
望
ま
し
い
で
す
。

４�　

創
業
支
援
等
措
置
に
つ
い
て

創
業
支
援
等
措
置
と
は
、
前
述
の
と

お
り
、
70
歳
ま
で
の
就
業
確
保
措
置
①

～
⑤
の
う
ち
、
④
、
⑤
の
雇
用
に
よ
ら

な
い
措
置
の
こ
と
を
い
い
、
具
体
的
に

は
、

④�　

70
歳
ま
で
継
続
的
に
業
務
委
託
契

し
て
労
使
に
委
ね
ら
れ
る
も
の
で
す

が
、
事
業
主
と
過
半
数
労
働
組
合
等

と
の
間
で
十
分
に
協
議
し
た
上
で
、

過
半
数
労
働
組
合
等
の
同
意
を
得
る

こ
と
が
望
ま
し
い
こ
と
。

・�　

労
使
間
で
の
十
分
な
協
議
の
上
で

設
け
ら
れ
た
基
準
で
あ
っ
て
も
、
事

業
主
が
恣
意
的
に
高
年
齢
者
を
排
除

し
よ
う
と
す
る
な
ど
、法
の
趣
旨
や
、

他
の
労
働
関
係
法
令・
公
序
良
俗
に

反
す
る
も
の
は
認
め
ら
れ
な
い
こ

と
。

⑵　

労
使
間
で
の
協
議

70
歳
ま
で
の
就
業
確
保
措
置
と
し
て

設
け
る
こ
と
が
で
き
る
五
つ
の
措
置
の

う
ち
、
い
ず
れ
の
措
置
を
講
ず
る
か
に

つ
い
て
は
、
労
使
間
で
十
分
に
協
議
を

行
い
、
高
年
齢
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た

措
置
を
講
じ
て
い
た
だ
く
こ
と
が
望
ま

し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

な
お
、
五
つ
の
措
置
の
う
ち
い
ず
れ

か
一
つ
の
措
置
に
よ
り
70
歳
ま
で
の
就

業
機
会
を
確
保
す
る
ほ
か
、
複
数
の
措

置
に
よ
り
70
歳
ま
で
の
就
業
機
会
を
確

保
す
る
こ
と
も
可
能
と
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
の
場
合
、
実
際
に
ど
の
措
置
を

適
用
す
る
か
は
、
個
々
の
高
年
齢
者
の

希
望
を
聴
取
し
、
こ
れ
を
十
分
に
尊
重

３�　

70
歳
ま
で
の
就
業
確
保
措
置

を
講
じ
る
に
当
た
っ
て
の
留
意

点
等

70
歳
ま
で
の
就
業
確
保
措
置
を
講
じ

る
際
の
具
体
的
な
手
続
や
留
意
点
等
に

つ
い
て
は
、
高
年
齢
者
就
業
確
保
措
置

の
実
施
及
び
運
用
に
関
す
る
指
針
等

（
※
４
、
※
５
）
に
記
載
さ
れ
て
い
ま

す
が
、
こ
こ
で
は
そ
の
概
要
や
考
え
方

に
つ
い
て
、い
く
つ
か
ご
紹
介
し
ま
す
。

※�

４　

高
年
齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令（
令
和
２
年
厚
生
労

働
省
令
第
１
８
０
号
）

※�

５　

高
年
齢
者
就
業
確
保
措
置
の
実

施
及
び
運
用
に
関
す
る
指
針（
令
和

２
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
３
５
１

号
）

⑴　

対
象
者
基
準
に
つ
い
て

70
歳
ま
で
の
就
業
確
保
措
置
に
つ
い

て
は
、
努
力
義
務
で
す
の
で
、
措
置
の

対
象
と
な
る
高
年
齢
者
に
つ
い
て
、
基

準
を
設
け
て
限
定
す
る
こ
と
が
可
能
と

な
っ
て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
基
準
の
策

定
に
当
た
っ
て
は
、
次
の
事
項
に
留
意

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・�　

対
象
者
基
準
の
内
容
は
、
原
則
と
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の
留
意
事
項
に
つ
い
て
は
、
前
述
の
指

針
に
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

⑴　

創
業
支
援
等
措
置
の
実
施
に
関
す

る
計
画
の
作
成

創
業
支
援
等
措
置
の
導
入
に
あ
た
っ

て
は
、
業
務
の
内
容
や
高
年
齢
者
に
支

払
う
金
銭
、
業
務
の
頻
度
と
い
っ
た
事

項
を
記
載
し
た
計
画
を
作
成
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

⑵　

⑴
の
計
画
に
つ
い
て
過
半
数
労
働

組
合
等
の
同
意
を
得
る

⑴
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
計
画
に
つ
い

て
、
過
半
数
労
働
組
合
等
の
同
意
を
得

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑶　

⑵
の
同
意
が
得
ら
れ
た
計
画
を
周

知
す
る

⑵
に
お
い
て
過
半
数
労
働
組
合
等
の

同
意
を
得
た
上
で
、
見
や
す
い
場
所
へ

の
掲
示
や
高
年
齢
者
へ
の
書
面
の
交
付

な
ど
と
い
っ
た
方
法
で
労
働
者
に
周
知

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

以
上
の
⑴
～
⑶
の
計
画
作
成
の
手

続
を
経
て
計
画
を
作
成
し
実
際
に
制
度

を
導
入
し
た
後
は
、
当
該
計
画
に
沿
っ

て
、
個
々
の
高
年
齢
者
と
業
務
委
託
契

最　近　の　労　働　情　勢

項　　　　　　目 令和３年２月 令和３年３月 令和３年４月 備　　　　　　考

就 業 者 数
実　　数（万人） 6,646 6,649 6,657 

実数は原数値
総務省統計局

「労働力調査」

前年同月比（％） ▲ 0.7 ▲ 0.8 0.4

完全失業者数
実　　数（万人） 194 188 209
前年同月比（％） 22.0 6.8 10.6

完 全 失 業 率
	 （％） 2.8 2.7 3.0
季節調整値（％） 2.9 2.6 2.8

新 規

求　　　人（％） ▲ 14.6 ▲ 0.7 15.2
前年同月比

厚生労働省

「職業安定

　　業務統計」

求　　　職（％） 1.7 10.8 14.5
求 人 倍 率（倍） 1.88 1.99 1.82 季節調整値

有 効

求　　　人（％） ▲ 15.4 ▲ 10.0 ▲ 1.4
前年同月比

求　　　職（％） 12.4 14.1 17.5
求 人 倍 率（倍） 1.09 1.10 1.09 季節調整値

就 職 件 数
実　　数（千件） 104 154 123 

実数は原数値
前年同月比（％） ▲ 5.2 1.4 15.9

企 業 倒 産
実　　　数（件） 446 634 477 負債総額

1千万円以上

東京商工

リサーチ調べ前年同月比（％） ▲ 31.5 ▲ 14.3 ▲ 35.8

約
等
ま
た
は
社
会
貢
献
事
業
に
従
事
す

る
契
約
を
締
結
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。な

お
、
創
業
支
援
等
措
置
と
雇
用
に

よ
る
措
置
の
両
方
を
講
じ
る
場
合
は
、

雇
用
の
措
置
に
よ
り
努
力
義
務
を
達
成

し
た
こ
と
に
な
る
た
め
、
創
業
支
援
等

措
置
に
関
し
て
過
半
数
労
働
組
合
等
と

の
同
意
を
必
ず
し
も
得
る
必
要
は
あ
り

ま
せ
ん
が
、
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
の

趣
旨
を
考
え
る
と
、
両
方
の
措
置
を
講

ず
る
場
合
も
同
意
を
得
る
こ
と
が
望
ま

し
い
で
す
。

５　

お
わ
り
に

人
生
１
０
０
年
時
代
を
迎
え
る
中
、

働
く
意
欲
が
あ
る
高
年
齢
者
が
そ
の
能

力
を
十
分
に
発
揮
し
、
活
躍
で
き
る
環

境
を
整
備
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
就
業
確
保
措
置
の
導
入
に
当

た
っ
て
は
、
高
年
齢
者
に
と
っ
て
は
自

分
の
能
力
を
活
か
し
て
働
け
る
よ
う

に
、
ま
た
事
業
主
に
と
っ
て
は
経
験
豊

富
な
人
材
を
確
保
で
き
る
よ
う
に
、
高

年
齢
労
働
者
と
事
業
主
と
で
、
個
々
に

よ
く
対
話
を
重
ね
な
が
ら
制
度
設
計
を

行
っ
て
い
た
だ
く
こ
と
が
重
要
で
す
。


